
　

１　個人住民税 1,652 2,476 4,128

　(1) 一般扶養控除（年少分）の廃止 1,671 2,506 4,177

　(2) 特定扶養控除の見直し 157 235 392

　(3) 企業型確定拠出年金への個人拠出の導入等 △ 57 △ 86 △ 143

　(4) 生命保険料控除の改組 △ 119 △ 179 △ 298

２　不動産取得税 10 10 28 28

　(1) 分娩施設に係る特例の見直し 0 0 1 1

　(2) 非住宅家屋に係る特例の見直し 1 1 16 16

　(3) 農地等のあっせん等に係る特例の廃止 1 1 1 1

　(4) 国の補助等を受けて取得する共同利用施設に係る 4 4 4 4

　　特例の廃止

　(5) (独)都市再生機構に係る特例の廃止 3 3 3 3

　(6) その他 1 1 3 3

３　自動車取得税 △ 5 △ 5 △ 27 △ 27

　環境性能に優れた中量車の特例対象への追加 △ 5 △ 5 △ 27 △ 27

４　固定資産税 1 1 42 42
　(1) 外貿埠頭公社から民営化した会社が取得した一定 0 0 △ 1 △ 1
　　のコンテナ埠頭に係る特例措置の創設

　(2) 国内路線に就航する航空機に係る特例措置の拡充 △ 2 △ 2 △ 9 △ 9
　(3) 公害防止用施設に係る特例措置の見直し 0 0 7 7
　(4) 廃棄物再生処理用設備に係る特例措置の見直し 0 0 2 2
　(5) 成田国際空港株式会社がその事業の用に供する 3 3 3 3
　　一定の施設に係る特例措置の見直し

　(6) PFI法に基づき国又は地方公共団体により選定 0 0 2 2
　　された選定事業者が整備する一定の公共施設に　　

　　係る特例措置の見直し

　(7) 次世代ブロードバンド基盤を構成する電気通信 0 0 18 18
　　設備等に係る特例措置の見直し

　(8) 家畜排せつ物の処理又は保管の用に供する施設 0 0 3 3
　　に係る特例措置の見直し

　(9) 外貿埠頭公社が取得し又は所有する一定のコン 0 0 6 6
　　テナ埠頭に係る特例措置の見直し

　⑽ 信頼性向上施設整備事業に新設された電気通信 0 0 8 8
　　設備等に係る特例措置の廃止

　⑾ その他 1 1 3 3

５　地方たばこ税 77 234 311 205 628 833

　税率の引上げ 77 234 311 205 628 833

６　都市計画税 0 0 2 2
　(1) 外貿埠頭公社が取得し又は所有する一定のコン 0 0 1 1
　　テナ埠頭に係る特例措置の見直し

　(2) その他 0 0 1 1

合　　　　計 82 235 317 1,858 3,148 5,006

　

国税の税制改正に伴うもの △ 17 △ 1 △ 18 △ 122 △ 58 △ 180

　個人住民税 0 0 0 △ 44 △ 66 △ 110

　法人住民税 0 △ 1 △ 1 3 8 11

　法人事業税 △ 20 △ 20 △ 91 △ 91

　地方消費税 3 3 10 10

再　　　　　計 65 234 299 1,736 3,090 4,826

　地方譲与税

　地方法人特別譲与税
△ 13 △ 13 △ 65 △ 65

再　　々　　計 52 234 286 1,671 3,090 4,761
（地方法人特別譲与税を含む合計）

（注）　表中における計数は、１億円未満を四捨五入している。

道府県税 市町村税 計 道府県税 市町村税 計

２　平成22年度税制改正による事項別増減収見込額

（単位：億円）
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